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機構内情報共有の取組について

業務改善計画（平成27年12月9日）に基づく主な取組

本部内の
情報共有

・理事長、副理事長、常勤理事等を構成員とする「常勤役員
会」を設置し、経営上重要な案件内容及び意思決定過程の共
有を図るとともに、組織内の縦割り排除、組織経営に関して
の合意の迅速化、合議体制の確立、役員間の情報共有の強化
を実施。

・本部内の情報共有の責任部を経営企画部と位置づけるととも
に、本部各部室は主要課題の対処状況について、常勤役員会
へ報告を実施。

本部と現場
の情報共有

・本部と現場間の情報共有のキーマンである事業推進役（地
域マネージャー）を地域部ごとに１人（全15人）設置し、現
場実態を直接幹部役職員に報告すること等により、本部と現
場の情報共有を促進。

・個々のお客様対応の状況など実際に現場で起きている主要
な事柄をより迅速に把握するため、日次で拠点長から本部へ
の業務報告（日報）を実施

・報道発表事項やマスコミ等に取り上げられた事項について、
お客様からの照会があった場合に円滑に対応できるよう、原
則として即日現場に対応方法等を伝達する体制の確立

厚生労働省
との情報共
有

・厚生労働省年金局と機構の双方の幹部による定例連絡会議
を原則として隔週で開催し、組織的に継続して取り組むべき
課題の進捗状況や問題点について情報と認識の共有を実施。

・厚生労働省（年金局）職員と機構職員の相互の人事交流を
順次拡大するとともに、厚生労働省職員が機構本部に常駐す
ることで、年金局と機構との間の連携及び相互理解を促進。

１．ガバナンス・組織風土を含む内部統制システ
ムについて、組織の意思決定が正しく行われ、
また、決定された事項が組織の隅々にまで正確
かつ迅速に伝わり着実に実行されることを徹底
するよう、組織の一体化や内部統制の有効性を
確実に確保する観点から改革すること。

２．情報開示の在り方について、国民の十分な信
頼を得られるような抜本的な見直しを行うこと。

３．情報セキュリティ対策について、国民の年金
を最優先に守る観点から、標的型攻撃を含むサ
イバー攻撃に対応し個人情報を保護できるよう、
組織面、技術面、業務運営面など全般的に見直
し、抜本的かつ迅速に強化すること。

４．上記1から3までの改善計画については、平
成27年12月初旬までに、厚生労働省に提出す
ること。

Ⅰ 業務改善命令（平成27年9月25日付）

Ⅰ 業務改善命令（平成27年9月25日付）を受けた情報共有の取組

業務改善命令（平成27年9月25日付）を受け、①組織の一体化・内部統制の有効性の確保、②情報開示の抜本的な見直し（情報開示・共

有の促進）、③情報セキュリティ対策の強化を柱とする業務改善計画を策定し、厚生労働大臣に提出している（平成27年12月9日）
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機構内情報共有の取組について

調査委員会報告書における情報共有等に関する主な指摘事項

Ⅱ 業務改善命令（平成30年6月29日付）及び調査委員会報告書（同年6月4日付）を踏まえた情報共有強化の取組

これまでの主な取組等

・本部現業の実態調査(リスク把握・分析・評価)を
実施し、本部現業を50事業・599業務・2.7万工
程に体系的に整理。

⇒令和2年度においては、上記整理を踏まえ、本
部現業の執行体制の見直し、リスクマネジメント
体制の確立等を図る。

・年金個人情報を取り扱う業務の外部委託につい
て、事業全体の総合調整及び外部委託事業の適
正な実施を管理する部署として調達企画部を新設。

・外部委託管理監査及び外部委託先監査を実施する
体制について、監査部に監査第3グループを新
設し、体制を強化

・事業担当部署が行った委託業者の検査等の内容
を調達企画部において審査し、問題を把握した場
合は、リスク統括部を通じてリスク管理委員会へ
報告する取組を実施することで本部内情報共有の
取組を強化。

・業界動向や最新技術等の調達環境の把握し調達分
野を専門とする人材の育成を図るため、外部研修
の受講を実施。

⇒令和2年度においては、専門性が求められる分野
の業務を長期的に担当する職員を選別するため、
キャリアと評価をリンクさせたデータべ―スの構
築に着手し、専門分野に精通した職員を育成する
ためのキャリアパスの仕組みについて検討する。

今般の外部委託に係る事案は、本部担当部門においてリスクがリスクとして認識されず、本部組織としての危機感の共有がなされなかったため、結果と
して組織的対応への着手が遅れることとなった。平成27年9月25日付業務改善命令への対応については一定の成果があったと考えるが、本事案を踏まえる
と、本部現業・外部委託におけるリスク管理・情報共有体制に不備があり、対応が不十分であったと認識している。この点について、平成30年6月29日付
業務改善命令において「日本年金機構における業務委託の在り方等に関する調査委員会（以下「調査委員会」という）報告書」（同年6月4日付）を踏ま
えた抜本的な見直しが求められたものである。

調査委員会報告書における提言（抜粋）

・本部で行われている現業について、リスクを拾い上げ、可視化し、マネジメント
する体制の確立並びにリスクをコントロールするリーダー層を育成・確保すべき

・外部業者の調査・サポート・管理を担当するとともに、事業担当部署及びリスク
管理セクションを含めて総合的な調整を担当する企画セクションを組織化し、体
制の強化を図るべき

・総合職としての全国異動を通じた人材育成のみならず、各業務を専門的に担当す
る職員の育成を行うべき

・機構の担当部署においては、ＳＡＹ企画の履行能力に問題意識を持ちながらも別
の業者に切り替えることは現実的に難しいとの認識のもとで、源泉徴収事務に支
障が生じないよう、ＳＡＹ企画に期限までの納品させることに注力していたこと
から、問題の全体像の把握・組織としての危機感の共有が図られなかった。もっ
と早い段階で組織的に情報を共有し、組織を上げた対応に切り替えることができ
ず、深刻な事態を招いたことは真摯に反省すべき点である。

・事業の管理体制が事業担当部署中心で行われ事業遂行が優先されたことを踏まえ、
調達部・リスク統括部・監査部を含めた組織的チェック体制を確立すべきである。

・履行中に問題が発生した場合の組織的な情報収集体制を構築すべきである。
・事案の原因は、調達や外部委託の実務に精通しそのような業務に継続的に携わる
人材が組織的に育成されてこなかったことにある。

１．日本年金機構の業務委託について、総合評価落札方式の適用の原則化や全省庁統一資格
（ＡからＤまでの等級）の本来等級の適用の原則化、インハウス型委託の推進等、「日本
年金機構における業務委託のあり方等に関する調査委員会」の報告書で提言された対応策
に着実に取り組むこと。
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業務改善命令（平成30年6月29日付）（抜粋）
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１．「今後の外部委託・調達管理のあり方」に関する内容

① 業務の正確性とサービスの質の向上を重視するよう転換する必要

② 年金個人情報を取り扱う外部委託のうち、業務品質を確保するために事業者の履行能力を見

極める必要があるものは、総合評価落札方式の適用を原則化

③ 年金個人情報を取り扱う外部委託の調達は、全省庁統一資格（Ａ～Ｄ等級）の本来等級の適

用を原則化

④ 事業環境の変化や業界の動向を踏まえた適切な予定価格の設定のほか、複数年契約や業務の

包括的な委託などを積極的に活用

⑤ 事業内容の企画段階から十分な検討を行い、情報提供依頼（ＲＦＩ）、仕様書作成、入札方

式の選択、履行開始前検査、履行中管理、検品・検査、情報共有、履行後検査について、具体

的なルールを定め、適切に行うことを徹底

⑥ 委託内容の複雑さや重要度に応じて、事業全体を一括管理するとともに、組織横断的に事業

を進める体制を確立

⑦ 外部業者の調査・サポート・管理を担当するとともに、事業担当部署及びリスク管理セク

ションを含めて総合的な調整を担当する企画セクションを組織化し、体制の強化を図るべき

⑧ 個人情報漏洩の防止等の観点から、機構が用意した場所で情報セキュリティのリスクや受託

事業者が仕様書と異なる業務を行うリスクを機構がコントロールできる形で委託業者に行わせ

る「インハウス型委託」を推進

２．「本事案を踏まえ検討すべき機構運営の基本的事項」に関する内容

⑨ ＩＴ化の進展や技術の高度化に伴って調達の内容が複雑化している状況に対応できるよう、

業界に精通した「目利き」を養成する人材育成と業界別の担当者を決め、組織的に知識・ノウ

ハウを蓄積する等の人事を実行していくべき

⑩ 総合職としての全国異動を通じた人材育成のみならず、各業務を専門的に担当する職員の育

成を行うべきである。その一環として、定型事務を安定的かつ継続的に実施するため、各地域

において当該業務を専門的に実施する職員を雇用する必要

⑪ 本部で行われている現業について、リスクを拾い上げて可視化し、マネジメントする体制の

確立並びにリスクをコントロールするリーダー層を育成・確保すべき

⑫ 業務プロセスの見直しを行った上で、最新のＩＴ技術の活用を含め、現行システムの改善及

びシステム刷新の取組を進め、業務の効率化の促進を図るべき

Ⅰ．調査委員会報告書における提言（平成30年6月4日付）

※ 調査委員会報告書の提言内容の実現に集中的かつ確実に取り組むため、報告書の公表と同日の平成30年６月４日付けで「外部委託・調達管理等の見直しプロジェク
トチーム」を設置し、組織横断的な企画・検討体制を確立し検討・実行

Ⅱ．業務改善命令（平成30年6月29日付）

１．日本年金機構の業務委託について、総合評価落札方式の適用

の原則化や全省庁統一資格（ＡからＤまでの等級）の本来等

級の適用の原則化、インハウス型委託の推進等、「日本年金

機構における業務委託のあり方等に関する調査委員会」の報

告書で提言された対応策に着実に取り組むこと。

２．次の各事項について、今後調達手続を開始するものから直ち

に実施すること。

（１）年金個人情報を取り扱う業務のうち、委託に当たり業務品

質を確保するために業者の業務の履行能力を見極める必要が

あるもの（届書の処理、データ入力、年金相談（コールセン

ター）及び訪問勧奨）について、総合評価落札方式の適用を

原則化

（２）年金個人情報を取り扱う業務委託の調達について、全省庁

統一資格（ＡからＤまでの等級）の本来等級の適用を原則化

（３）調達単位の適切な分割等、調達手続について直ちに改善が

可能な事項を措置

３．業務委託に係る調達、委託管理及び監査について、諸規程、

マニュアル及びチェックリストの所要の改正等を平成30年７

月末までに実施し、それらを日本年金機構内で周知・徹底す

ること。

あわせて、日本年金機構の組織について所要の見直しを行う

こと。

４．届書の処理、データ入力及び年金相談の業務委託について、

日本年金機構における作業場所の確保等の準備を進め、準備

が整ったものからインハウス型委託を実施すること。

５．次の各事項に係る取組を進めること。

（１）複数年契約や業務の包括的な委託の積極的な活用

（２）ＩＴ化・システム化の推進による入力業務等の削減

（３）人材の育成及び職員の意識改革

（参考資料）

第39回社会保審議会年金事業管理部会資料抜粋

調査委員会報告書における主な提言内容及び業務改善命令の内容
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